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1. 2018年4月期の運用、資産の状況(2017年11月1日～2018年4月30日) 

(1) 運用状況 (％表示は対前期増減率)
 
  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2018年 4月期 4,655 1.6 2,994 0.2 2,622 △0.2 2,621 △0.2 

2017年10月期 4,580 10.5 2,987 10.5 2,626 10.3 2,625 10.3 

 

 
1口当たり 
当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

営 業 収 益 
経常利益率 

  円 ％ ％ ％ 

2018年 4月期 1,352 2.3 1.3 56.3 

2017年10月期 1,368 2.4 1.3 57.3 

(注1) 1口当たり当期純利益については、当期純利益を日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。 
(注2) 2018年4月30日を分割の基準日とし、2018年5月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。1

口当たり当期純利益については、2017年10月期期首に分割が行われたと仮定して算定しています。 
 

(2) 分配状況 

  
1口当たり分配金 
（利益超過分配金 
  は含まない） 

分配金総額 
（利益超過分配金

は含まない） 

1口当たり 
利益超過分配金 

利益超過 
分配金総額 配当性向 純資産配当率 

  円 百万円 円 百万円 ％ ％ 

2018年 4月期 2,705 2,621 0 0 100.0 2.3 

2017年10月期 2,710 2,625 0 0 100.0 2.3 

(注) 2017年10月期の配当性向については、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じているため、次の算式によ
り算出しています。 
配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100 

 
(3) 財政状態  

 
  総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 

2018年 4月期 207,450 112,810 54.4 58,209 

2017年10月期 207,142 112,815 54.5 58,212 
(注) 2018年4月30日を分割の基準日とし、2018年5月1日を効力発生日として、投資口1口につき2口の割合による投資口の分割を行いました。1口

当たり純資産については、2017年10月期期首に分割が行われたと仮定して算定しています。 
 
(4) キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

2018年 4月期 4,000 △36 △2,625 9,613 

2017年10月期 2,836 △21,142 14,803 8,274 

 



2. 2018年10月期(2018年5月1日～2018年10月31日)及び2019年4月期(2018年11月1日～2019年4月30日)の運用状況の予想 

  (％表示は対前期増減率) 
 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
1口当たり分配金 
（利益超過分配金 

は含まない） 

1口当たり 
利益超過分配金 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 
2018年10月期 12,136 160.7 5,570 86.0 4,878 86.0 7,178 173.8 1,531 0 

2019年 4月期 12,078 △0.5 6,346 13.9 5,604 14.9 5,603 △21.9 1,526 0 
 
（参考） 1口当たり予想当期純利益 （予想当期純利益÷予想期末投資口数） 
    （2018年10月期）1,908円  （2019年4月期）1,489円 
 
(注1) 1口当たり分配金及び1口当たり予想当期純利益は、本投資口分割（後記「２.運用方針及び運用状況 ③決算後に生じた重要な事実 

（イ）投資口の分割」に定義されます。）及び本投資法人合併（後記「１.投資法人の関係法人 （1）積水ハウス・レジデンシャル投資
法人との合併及び資産運用会社の合併」に定義されます。）により増加した本書の日付現在の発行済投資口の総口数3,762,091口により
算出しています。詳細については、後記「２.運用方針及び運用状況 ③決算後に生じた重要な事実 （イ）投資口の分割」をご参照下さ
い。 

(注2) 2018年10月期は負ののれん発生益の一部を一時差異等調整積立金（以下「RTA」といいます。）として積み立てる前提としているため、1
口当たり分配金は1口当たり予想当期純利益とは異なります。 

(注3) 2019年4月期の分配金の支払原資はRTAからの取り崩し金額である139百万円を含めた金額を前提としており、1口当たり分配金は1口当た
り予想当期純利益とは異なります。 

 

※ その他 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更               ：無 

③ 会計上の見積りの変更                 ：無 

④ 修正再表示                           ：無 
 
 
(2) 発行済投資口の総口数 

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2018年 4月期 969,000 口 2017年10月期 969,000 口 

② 期末自己投資口数 2018年 4月期 - 口 2017年10月期 - 口 

(注) 1口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、28ページ「1口当たり情報に関する注記」をご覧下さい。 
 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 

・この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

 

※ 運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、積水ハウス・リート投資法人（以下「本投資

法人」といいます。）が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運

用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではあり

ません。運用状況の予想の前提条件については、12ページ記載の「2018年10月期及び2019年4月期の運用状況の見

通しの前提条件」をご参照下さい。 
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1. 投資法人の関係法人

最近の有価証券報告書（2018年1月24日提出。以下同じです。）における「投資法人の仕組み」から本日までに変更

した本投資法人の主な関係法人は以下のとおりです。

(1) 積水ハウス・レジデンシャル投資法人との合併及び資産運用会社の合併 

本投資法人は、2018年5月1日に、本投資法人を吸収合併存続法人、積水ハウス・レジデンシャル投資法人（以下

「SHI」といい、本投資法人と併せて「両投資法人」ということがあります。）を吸収合併消滅法人とする吸収合併

（以下「本投資法人合併」といいます。）を行いました（以下「本投資法人合併成立」といいます。）。また、本投資

法人の資産運用会社である、積水ハウス・アセットマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。な

お、以下に定義する本資産運用会社合併の効力発生及び商号変更前の旧商号は積水ハウス投資顧問株式会社であり、当

該時点の同社を、以下「旧SHIA」ということがあります。）は、本資産運用会社を吸収合併存続会社、SHIの資産運用

会社である積水ハウス・アセットマネジメント株式会社（以下「旧SHAM」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸

収合併（以下「本資産運用会社合併」といいます。）を行いました（以下「本資産運用会社合併成立」といいま

す。）。 

 

(2) 新たなスポンサー・サポート契約の締結と優先交渉権（等）に関する契約の承継 

本投資法人は、2018年1月24日付で、本投資法人及び旧SHIA並びに積水ハウス株式会社（以下「積水ハウス」といい

ます。）との間で締結されていた既存のスポンサー・サポート契約及びパイプライン・サポート契約（以下「既存スポ

ンサー・サポート契約」と総称します。）と、SHI及び旧SHAM並びに積水ハウスとの間で締結されていた既存の優先交

渉権等に関する契約書の内容を実質的に統合したスポンサー・サポート契約（以下「新スポンサー・サポート契約」と

いいます。）及び既存スポンサー・サポート契約等の解約合意書（以下「解約合意書」といいます。）を、旧SHIA及び

積水ハウスとの間で締結し、新スポンサー・サポート契約及び解約合意書は、本投資法人合併成立に伴い、2018年5月1

日にその効力が発生しました。また、本投資法人合併成立及び本資産運用会社合併成立に伴い、2018年5月1日付で、

SHI及び旧SHAMと積和不動産株式会社（以下「積和不動産」といいます。）、積和不動産関西株式会社、積和不動産関

東株式会社、積和不動産九州株式会社、積和不動産中国株式会社、積和不動産中部株式会社及び積和不動産東北株式会

社の各社（以下「積和不動産各社（7社）」といいます。）のそれぞれとの間で締結されていた各優先交渉権（等）に

関する契約におけるSHIの地位を本投資法人が、旧SHAMの地位を本資産運用会社が、それぞれ承継しました。 

 

(3) 特定関係法人の異動 

本投資法人は、本投資法人合併成立により、2018年5月1日付でSHIの保有資産である信託の受益権を承継しました。

これにより、2018年10月期（2018年5月1日～2018年10月31日）の開始の日から3年間において、本投資法人及び本投資

法人の特定資産である信託の受益権に係る信託の受託者が積和不動産から不動産及び信託財産である不動産の貸借の取

引の対価として受領することが見込まれる金額の合計額の一営業期間当たりの平均額が、2018年4月期（2017年11月1日

～2018年4月30日）における本投資法人の営業収益の合計額の20％以上に該当するため、金融商品取引法施行令（昭和

40年政令第321号。その後の改正を含みます。）第29条の3第3項第3号に掲げる取引を行った法人として、積和不動産

は、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成5年大蔵省令第22号。その後の改正を含みます。）第12条第3

項に定める本資産運用会社の特定関係法人に該当することになりました。

 

(4) 投資法人債に係る一般事務受託者の承継 

本投資法人は、本投資法人合併成立により、2018年5月1日付でSHIの有利子負債である、積水ハウス・レジデンシャ

ル投資法人第2回無担保投資法人債（特定投資法人債間限定同順位特約付）、積水ハウス・レジデンシャル投資法人第3

回無担保投資法人債（特定投資法人債間限定同順位特約付）、積水ハウス・レジデンシャル投資法人第4回無担保投資

法人債（特定投資法人債間限定同順位特約付）及び積水ハウス・レジデンシャル投資法人第5回無担保投資法人債（特

定投資法人債間限定同順位特約付）（以下、個別に又は総称して「SHI投資法人債」といいます。）並びに各SHI投資法

人債に関してSHIと株式会社三菱ＵＦＪ銀行（2018年4月1日付で、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行から商号を変更してい

ます。以下同じです。）（以下「三菱ＵＦＪ銀行」ということがあります。）との間でそれぞれ締結していた各財務代

理契約におけるSHIの地位をそれぞれ承継し、三菱ＵＦＪ銀行は、本投資法人における各SHI投資法人債に関する一般事

務受託者となりました。

 

上記を除き、最近の有価証券報告書における「投資法人の仕組み」から重要な変更はなく、上記を反映した本書の日

付現在における本投資法人の仕組図は以下のとおりです。

 

- 2 -




